
全 住 協 第 ２７７ 号 

平成２６年１２月１２日 

会 員 各 位 

一般社団法人 全国住宅産業協会 

流通委員長  濵  田  繁  敏 

 

国家戦略特別区域法における国家戦略特別区域外国人滞在施設経営事業と 

宅地建物取引業法の関係について 

 

拝啓 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

さて、国土交通省担当部局より以下のとおり周知依頼がありましたのでお知らせし

ます。                               敬 具  

 

（参考） 

国家戦略特別区域及び区域方針 
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/kokusentoc/pdf/140501_kuiki_houshin.pdf 

国家戦略特別区域法における旅館業法の特例の施行について 
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-10900000-Kenkoukyoku/0000045342.pdf 

国家戦略特区における追加の規制改革事項等について 
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/kokusentoc/pdf/h261010.pdf 

 

問合せ先 原田 TEL 03－3511－0611 

 



 


